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研究成果の概要（和文）：本研究は次の3点が目的である。(1)岩手県三陸地域で複数の被災状況を乗り越えて生
きる女性のオーラルヒストリーの記録。(2)家族の生き残り戦略と地域資源の活用状況にかかわる要素の明確
化。(3)次世代の家族が地域に定着することに寄与できる支援策の提案。(1)コロナウィルス感染予防対応で聞き
取り調査は完了できなかったが、聞き取り調査をした女性に共通する点は、出産期、子育て期を通して、女性自
身の収入や裁量できる資産を持っていることであった。(2)その収入や資産は、次世代の進学費用や職業訓練に
関わる支出にあてられていて、次世代の人生の転機の経済的資源となっていた。(3)支援策の提案は今後の課題
である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the following three points within 
the research period.(1) Oral history of women living in the Sanriku area of Iwate Prefecture after 
overcoming multiple disaster situations.(2) Clarification of factors related to family survival 
strategies and the utilization of local resources.(3) It is a proposal of support measures that can 
contribute to the establishment of the next generation of the families in the community.
The oral history record did not complete. Because the interview was incompletely due to the 
prevention of coronavirus infection. It was found that the measures to overcome the disaster 
situation and live greatly differ depending on the birth order of the women (whether they are the 
eldest daughters). It also suggested that those who were able to decide their own course of life and
 convert to their employers and other lifestyles were more likely to remain in their hometowns.

研究分野：家族社会学

キーワード： 東日本大震災　釜石調査　ライフヒストリー　転機
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研究成果の学術的意義や社会的意義
被災からの家族の生き残り戦略と地域資源の活用にかかわる要素として被災から復興していく地域の記憶が、地
域に定着している次世代にとって、今般の被災からの立ち直りの力となることの発見は、学術的意義があると考
える。剥奪型の転機を、複数回経験している昭和8年の津波被災経験者は、三陸沿岸地域の被災後の地域の復興
に一丸となってあたる地域の習慣に寄りそえない場合には、家族の生き残りをかけてオルタナティブな対応を主
体的に選択したことが明らかになったことは、学術的意義があったと考える。調査対象者のオーラルヒストリー
記録は、それ自体に学術的意義があると考えたが、コロナウィルス感染予防のため聞き取り調査を断念した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) ライフコースの方向転換を伴う移行を転機とよぶが、その転機の主要なタイプのうちの 1 
つである剥奪型の転機は、個人の意志とは無関係に既存の生活構造が剥奪されることによって
始まる。まさに東日本大震災による転機は、この剥奪型にあたる。内的必然性のない、急激な生
活構造の解体は、個人をアノミー状態に陥れる。その後アノミー状態がある程度鎮静化すると、
個人は新しい生活構造の構築へ向けてレディネスの状態になる。この転機は，生活構造の剥奪→
アミノー状態 →レディネス状態 契機（方向の決定）→新しい生活構造の構築という過程をたど
る (大久保、1990) 。転機は、一時点における単一の出来事ではなく、一連の出来事から成る過
程であるとされている。本調査の対象者である複数回の剥奪型転機を経験している三陸沿岸地
域に生活する女性たちは、 昭和 8 年の津波被災、太平洋戦争の被災、東日本大震災での被災と
いう 少なくとも 3 回の被災を乗り越えている。その複数回の被災経験をオーラルヒストリーと
して聞き取り、被災の経験知が、今回の東日本大震災における避難行動や立ち直りの資源として
どのように活きたかを明らかにし、記録することを目的とした研究を始めた。また三陸沿岸地域
の被災後の家族の再生にかかわる文化や習慣を聞き取り調査や文献調査から明らかにできると
すれば、転機を活かし、新しい生活を構築する指針ともなると考えた。 
 
(2) 岩手県沿岸地域で生活している昭和 8 年の三陸大津波の経験者に、複数回の被災経験が人
生に、どのような転機をもたらしたのかを聞き取る調査を開始した。 
聞き取り調査の「聞き手」は、盛岡、宮古、山田在住の 60歳代の女性を中心に構成された女
性史を学んでいる自主グループ（岩手女性史を紡ぐ会）メンバーと植田朱美、柳原恵、椚座久子、
祇園寺広子、竹村祥子である。「聞き手」となっている女性は、2011年以前から、岩手県の女性
から戦中戦後の生活等の聞き取り調査を進める活動をしていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、三陸地域に住まい、戦災や津波被災など複数回の被災を経験した女性が、どのよう
なライフコースをたどり、被災後はどのような出来事を転機として家族を再生していったかに
ついて、聞き取り調査を通して記録することを第一の目的とする。また岩手県沿岸地域の被災後
の家族の再生にかかわる文化、習慣を聞き取り調査から明らかにすることも研究の目的として
いる。 
聞き取り調査から得た知見を分析・検討することで、被災した若い次世代が築く家族の形成に
資する社会側からの支援策を明らかにする。本研究では、転機を一時点における単一の出来事で
はなく、一連の出来事から成る過程と捉える。そこで複数回の剥奪型転機を経験している昭和 8 
年の津波被災経験者の人生の語りを収集し、整理することで、家族の形成・維持を阻む出来事を
乗り越えて生きる女性の人生行路や家族戦略の特徴を明確にして、本格復興期にある岩手県三
陸地域の家族の生き残り戦略にとって有用な知見を提示し、次世代家族が地域に定着すること
に寄与できる支援策を提案することを目指した。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究と関連の深い既存の研究領域であるライフヒストリー研究、ライフコース研究、女
性史研究、郷土史研究を参照し、女性のライフコースにおいて重要な出来事と社会的な出来事と
の関係をとらえる視点を検討する。 
 
(2) 本研究の調査対象者は、東日本大震災時に岩手県沿岸地域に在住していた女性で、昭和 8年
三陸大津波被災や太平洋戦争の被災、昭和 35 年チリ津波の経験がある女性である。この女性た
ちが、複数回の被災をどのように語り、その被災がどのような転機ととらえられているかを聞き
取り調査で記録していく。また対象者から、次世代の生活の転機の語りがあった場合は、次世代
への聞き取り調査も進める。対象者は『複数回の被災経験が織り込まれた人生から学ぶ「災間期」
の家族戦略についての研究』の聞き取り調査対象者に、継続して聞き取り調査を行う。比較対象
として、同年代の内陸在住対象者を選定し、聞き取り調査をスタートする。 
特に東日本大震災被災時の対応とこれまで経験された震災の経験とのかかわりがどのように
語られるかに注視しながらデータを取りまとめ、岩手県三陸沿岸地域特有の資源と内陸地域に
移住した女性の地域から得られた資源の違いと共通する要素を明らかにする。 
 
(3) 三陸地域に在住する対象者の生活背景となる地域の人口構成や世帯家族構成の推移、東日
本大震災以降の人口の変化を統計資料から確認する。地域産業の復興と家族の生活を支える資
源との関連からその歴史的展開を把握し、漁業者とかかわる生活、商業者として生きる生活、教
員など勤め人として生きる生活では同じ対象地域でも異なる再生の資源があると予想されるの
で、それぞれの「生業」や個人の生活の変化と地域社会発展のかかわりを明らかにする。 
 
 



４．研究成果 
(1) 各分野の研究動向を知るため、「国立国会図書館サーチ」(2022 年 3月最終検索)でキーワー
ド「家族」×「災害」を検索した。1900 年以降、年に一桁件ほど「家族」×「災害」についての
研究が上がってきていて、多い年では数十件程度が確認できた。2004 年は、日本では中越地震、
世界的にも地震火山噴火が起こった年で、以降 2005 年～2009 年は、研究論文件数が年に百件を
超え、東日本大震災後も 2011 年～2019 年は百件を超える研究が確認できる。同様に「子ども(こ
ども)」「高齢者」「母子」「介護」それぞれと「災害」について検索すると各項目とも数百件が確
認できる。 
リストにのぼる研究の中で、主だった分野の知見を明らかにすると、民俗学では、山口弥一郎
『津波と村』(山口、1943)の「第三篇「家」の再興」に注目する必要がある。明治 29 年と昭和
8年の三陸津浪被害から家系を再興した事例が記されている。津波被害からの復興過程では、家
族全員が死亡した家をいかに継承するかについて聞き取り調査をおこない、大災害時の「日本の
家の再興の仕方」が示されている。この研究は同時に生業を再興し、被災後の村の構成員がどの
ような人々であるかを示す研究ともなっている。 
家族ストレス研究では、災害によるストレスを個体・個人レベルのものに限定せず、社会シス
テムに適用して捉え、長期的変貌について明かにすることを目的としているものがある。出来事
と危機を分けて、家族の対処資源がどのように援用されているかを分析することは、家族のレジ
リエンスを知るうえで有効な研究である。研究の理論枠組みは、R・ヒルの ABC－X モデルや H・
I・マッカバンの二重 ABC－X モデルといった家族ストレス論の理論を援用する分析がある。家族
の危機対応資源(Ｂ要因)について、資源の機能的側面は明細化され、分析が進むようになり、資
源の源泉についても小集団としての家族内にとどまらず親族・近隣・友人・知人などインフォー
マルネットワーク(Ｃ要因)の援用可能性が検討されている。災害過程には災害発生直後「緊急期」
から「復旧期」，「復興期」地域の状況に呼応する段階があり、被災場所と災害の種類によって「適
応」の意味も異なってくることから日本では、理論を直接援用した研究は多くない (石原、2004) 。 
ライフコース研究では、ライフコースの方向転換を伴う移行転機のうち剥奪型転機が、災害に
遭遇したときの転機とみなすことができる。剥奪された生活構造が新しい生活構造構築へと進
むかについて着目する研究の強みは、時代・歴史的出来事(災害に遭遇すること)が生涯時間にど
う影響するかを知ることができる点にあり、家族関係が長期化する現在には欠かせない視点と
なっている (大久保、1990) 。 
災害による家族の喪失にかかわる研究には、震災孤児(遺児)への対応実践や里親制度の改正
についての研究があげられる。東日本大震災では、津波で親を亡くしたり、親が行方不明となっ
た子どもたちへの支援(あしなが育英会)は、遺児からの提案によって、海外の遺児支援へとつな
がる取り組みもすすんでいる。また東日本大震災による震災遺児の里親研究として和泉広恵の
研究を上げることができる (和泉、2013) 。 
阪神・淡路大震災以降、ジェンダー的視点から災害に関連する事態への対応が必要であること
が顕在化し、多くの実践的課題も明らかになってきた。東日本大震災時には、避難所運営にあた
って、緊急時であるからこそジェンダー視点による配慮が必要であることが強く指摘された。こ
れは「緊急時であるから仕方がない」という名目で、平時の性別役割による家族内分業やジェン
ダー不平等と差別が顕在化したことに由来している。この事態を受けて、国際的な動向に目を向
ければ、災害によって家族の基盤が崩壊した場合、家族単位の回復には男性と女性で差違があっ
て、時にそれぞれの利益には対立さえ生じ、平時からの女性の社会的・経済的脆弱性を排除する
ことが、減災やコミュニティ復興を早めることがすでに指摘されている。 
 
(2) 本研究における聞き取り調査は、コロナウィルス感染防止の観点から、2020 年に予定して
いた聞き取り調査を延期し、研究期間を 2021 年度末まで延長したが、調査対象者が高齢者であ
ることを考慮し、聞き取り調査は中止することにした。よって岩手県沿岸地域に在住する調査対
象者への対面聞き取り調査は、再開できなかった。また岩手県内陸在住対象者についても同様の
理由で、調査は行えなかった。 
コロナウィルス蔓延前に聞き取ったことの範囲で 15 人の女性に共通する被災後の生活状況を
まとめると、出産期、子育て期を通して、女性自身の収入(行商や商店経営、「カキむき」による
稼ぎ、教員としての給料など)や裁量できる資産(男性のきょうだいの死亡によって「跡継ぎ」と
なり、家産の処分権をもっていたこと、夫の遺族年金等)をもち続けていたことであった。その
収入や資産は、次世代の進学費用や職業訓練に関わる支出にあてられていて、きょうだいや子ど
もの人生の転機の経済的資源となっていたことが指摘できる。さらに、結婚後夫の出征や失業、
病気で男性の主たる稼ぎ手を失った状況でも、「男手になったり女手になったり」して稼ぎ手と
しての立場と家族ケアをする立場を自在に采配しながら、生活費として資産を使い切ってしま
わない工夫をしていた。 
 
(3) 次世代の家族支援策作成に寄与する知見を明らかにすることも研究の課題としていたが、
コロナウィルス感染防止の観点から聞き取り調査を中止したため、調査対象者家族への聞き取
り調査も完了していない。 
そこで、岩手県立図書館に 2020 年以降に収められた震災資料 195 件(2021 年 8月確認)の中か
ら、東日本大震災時の被災状況を当事者がまとめている資料や大学生による聞き取り調査資料



(社会調査実習報告書等を含む)について「集合的記憶」ととらえられるものを検討した。『"伝え
たいことあの日、私は小学 2年生だった"』(岩手県立大槌高等学校復興研究会)、『"八年前の記
憶 東日本大震災の教訓を風化させないために"』(大船渡市立越喜来中学校)、『災害から一人ひ
とりを守る』(岩手県陸前高田市高田町上和野町内会)のように、被災者自身が、次世代に残して
おきたいことと考えていることをまとめていることがわかった。これは「集合的記憶」資料とと
らえることができ、岩手県立図書館に収蔵されていることを確認した。 
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